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ケーブルテレビを取り巻く現状ケーブルテレビを取り巻く現状
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ケーブルテレビのケーブルテレビの歴史等歴史等

１９５３（昭和２８年）

１９５５（昭和３０年）

１９６３（昭和３８年）

１９７２（昭和４７年）

１９８４（昭和５９年）

１９８６（昭和６１年）

１９８７（昭和６２年）

１９８９（平成 元 年）

１９９０（平成 ２ 年）

１９９２（平成 ４ 年）

１９９６（平成 ８ 年）

１９９７（平成９ 年）

１９９８（平成１０年）

２０００（平成１２年）

２００１（平成１３年）

２００３（平成１５年）

２００５（平成１７年）

２００６（平成１８年）

２００７（平成１９年）

－◆テレビ放送開始

－◆群馬県伊香保で初のケーブルテレビ誕生

－◆岐阜県郡上八幡テレビ共同視聴施設でわが国初の自主放送開始

－◆有線テレビジョン放送法制定

－◆衛星放送（ＢＳ）開始

－◆初の電気通信事業との兼業（LCV㈱）

－◆有線テレビジョン放送法改正（裁定制度の導入等）

－◆初の都市型ケーブルテレビ開局 （多摩ケーブルネットワーク㈱）

－◆JC-SAT打ち上げ

－◆スペース・ケーブルネット開始

－◆民間衛星放送（JSB）開始

－◆CS委託放送事業開始

－◆CSデジタル放送開始

－◆初のケーブルインターネット開始（武蔵野三鷹ケーブルテレビ㈱）

－◆初のCATV電話開始

（㈱タイタス・コミュニケーションズ（柏市）、杉並ケーブルテレビ㈱）

－◆初のデジタルケーブルテレビ（鹿児島有線テレビジョン㈱）

－◆BSデジタル放送開始

－◆電気通信役務利用放送法制定

－◆初のIPマルチキャスト放送開始（BBケーブル㈱）

－◆地上デジタル放送開始

－◆ケーブルテレビ開始５０周年

－◆初のモバイルサービス開始（JCOMグループ）

－◆地上波IP再送信開始（㈱アイキャスト）
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①社会課題解決
②ユビキタスネット社会実現
③国際貢献・競争力強化

ユビキタス化
（無線の活用）

サービスの推移
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ケーブルテレビの加入世帯数等ケーブルテレビの加入世帯数等

・ 平成18年度末時点で、自主放送を行うケーブルテレビ（許可施設）の加入世帯・普
及率はそれぞれ2,000万世帯、40％を突破。
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※１ 年度末の数値。（）内は加入世帯数の対前年度増加率。
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※２ 普及率は、各年度末の住民基本台帳世帯数から算出。

（参考）有料契約世帯数：約630万世帯（加入世帯の33％）

ホームパス数：約3,900万世帯（全世帯の76％）
（H18.9現在、雑誌｢月刊

放送ジャーナル｣調べ）
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・・・10%以下

・・・１0.1%～30％

・・・30.1%～50％

・・・50.1％～70％

・・・70.1％～100％

※1 普及率は、各年度末の住民基本台帳世帯数から算出。
※2 地図については、各都道府県の普及率を色分けしたもの。

ケーブルテレビのケーブルテレビの普及率普及率（都道府県別）（都道府県別）

都道府県名
CATV契約者数

世帯比
都道府県名

CATV契約者数
世帯比

北海道 14.9% 滋賀県 18.7%

青森県 11.9% 京都府 14.5%

岩手県 14.4% 大阪府 79.8%

宮城県 18.1% 兵庫県 37.9%

秋田県 10.0% 奈良県 18.6%

山形県 14.4% 和歌山 21.9%

福島県 0.9% 鳥取県 53.5%

茨城県 16.8% 島根県 39.3%

栃木県 16.9% 岡山県 29.2%

群馬県 9.2% 広島県 25.8%

埼玉県 55.8% 山口県 50.8%

千葉県 49.8% 徳島県 51.6%

東京県 59.6% 香川県 27.4%

神奈川県 53.1% 愛媛県 23.0%

新潟県 14.2% 高知県 19.5%

富山県 56.6% 福岡県 39.6%

石川県 30.8% 佐賀県 43.2%

福井県 63.5% 長崎県 30.1%

山梨県 82.8% 熊本県 15.3%

長野県 55.1% 大分県 51.2%

岐阜県 28.8% 宮崎県 35.0%

静岡県 26.5% 鹿児島県 5.6%

愛知県 50.2% 沖縄県 18.8%

三重県 74.9%

（平成１９年６月現在）
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平成18年度

単赤・累赤

単赤・累黒

単黒・累赤

単黒・累黒

平成18年度

単赤・累赤

単赤・累黒

単黒・累赤

単黒・累黒

ケーブルテレビの経営ケーブルテレビの経営状況状況の変化の変化

過去5年間のケーブルテレビ事業者の経営状況の推移を見ると、
・単年度黒字の事業者数及びその全体に占める割合は増加(77.1%→78.5%)
・累積黒字の事業者数及びその全体に占める割合も増加(31.8%→50.8%)
・単年度赤字・累積赤字事業者の比率は大幅に減少(22.3%→19.6%)

平成14年度

単赤・累赤

単赤・累黒

単黒・累赤

単黒・累黒

平成14年度

単赤・累赤

単赤・累黒

単黒・累赤

単黒・累黒

【ケーブルテレビ事業者全体の経営状況の変化】

注 平成18年度の対象は、自主放送を行う許可施設事業者(525社)のうちケーブルテレビ事業を主たる事業とする
営利法人311社（許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法の
許可施設と同等の放送方式のものを含む。）

31.2%

45.9%

22.3%

0.6%

平成平成1144年度年度

48.9%

19.6%

平成平成1188年度年度

1.9%

29.6%

経営状況は改善の傾向経営状況は改善の傾向
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ケーブルテレビのケーブルテレビの経営形態経営形態

【【運営主体について運営主体について】】

平成19年６月末現在、事業者数は、営利法人と第三セクター等株式会社の形態が６３％、地方公共団体の形態が２８％。加入者

数は、営利法人と第三セクター等株式会社のもので９５％、地方公共団体のもので３％。

【【ＭＳＯについてＭＳＯについて】】

平成19年６月末現在、ＭＳＯに属するケーブルテレビ事業者は４３社、加入世帯数全体に占めるＭＳＯに属する社の占める割合

は４５％。

運営主体 事業者数 施設数 契約者数

89 168 4,592,231

(16.8%) (23.5%) (21.8%)

(63.2%) 246 (64.8%) 295 15,420,199

(46.4%) (41.3%) (73.1%)

148 190 567,185

(27.9%) (26.6%) (2.7%)

31 31 92,047

(5.8%) (4.3%) (0.4%)

8 21 400,184

(1.5%) (2.9%) (1.9%)

8 9 27,899

(1.5%) (1.3%) (0.1%)

530 714 21,099,745

(100.0%) (100.0%) (100.0%)
合計

その他（管理組合等）

公益法人

任意団体（共聴組合、協同組
合等）

地方公共団体

三セク

463

営利法人

335
株式会社等

国内のＭＳＯに属する事業者数の推移国内のＭＳＯに属する事業者数の推移ケーブルテレビの運営主体別事業者数等ケーブルテレビの運営主体別事業者数等
（（平成平成1919年年66月末現在）月末現在）

国内のＭＳＯのマーケットシェア国内のＭＳＯのマーケットシェア

※１ 総加入世帯数の市場占有率は、ＭＳＯ各社発表の総加入世帯数(平成19
年6月末)を、自主放送を行う許可施設ケーブルテレビの加入者数世帯数
2110万世帯(平成19年6月末)で除したもの

※２ 営業収益の市場占有率は、ＭＳＯ各社の営業収益を自主放送を行う許可
施設・営利法人のうち、ケーブルテレビ事業を主たる事業とする者（311
社）の営業収益の総額6,534億円（平成18年3月末）で除したもの
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広域連携

地域において隣接する事業者が、ネットワークを整備し連携

（例） 富山県

三重県

デジタルヘッドエンドの共用・共同事業の展開

（例） 日本デジタル配信㈱（ＪＤＳ）
電鉄会社等が中心となり、デジタルヘッドエンドの共用・デジタルコンテンツの大規模な配信等を実施、 関東圏２０社

㈱東海デジタルネットワークセンター（TDNC)
ケーブルテレビ事業者が中心となり、デジタルヘッドエンド共用、IP電話事業等の共同事業を実施、東海圏１８社

㈱東京デジタルネットワーク（TDN)
東京・千葉・埼玉の１２事業者が、デジタルヘッドエンドの共用、ローカルコンテンツの相互活用、放送機器・番組の共同購入等を実施

県の整備する広域ネットワークを利用した連携

（例） 佐賀県

大分県

富山県ケーブルテレビ協議会参加１７事業者が、「いきいきネット富山」のネットワークを整備し、デジタルヘッドエン
ドを共用、番組交換、IP電話事業、県議会生中継を実施

県内９事業者がCATV網を相互接続することにより、高速大容量のネットワークを整備し、デジタルヘッドエンドの共用・
インターネットサービスを実施

NetComさが推進協議会参加 １０事業者が、県の整備した光ファイバ網を利用し、インターネットサービス、ローカルコン
テンツの提供、デジタルヘッドエンドの共用を実施

「豊の国ハイパーネットワーク」を活用し、デジタルヘッドエンドの共同利用、ローカルコンテンツの提供、IP電話事業を
計画

ケーブルテレビの事業者間連携ケーブルテレビの事業者間連携

地域の複数のケーブルテレビ事業者が、ネットワーク接続して、デジタルヘッドエ

ンドの共同利用やローカルコンテンツの相互活用等を進める動きも活発化。
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◆ 主なＭＳＯの概要

会社名
ケーブル
会社数

最近の動き

㈱ジュピターテレコム

北海道、関東、近畿、九州で事業展開
１５社

・H19.8  ㈱ジェイコム関東、調布ケーブルテレビジョン㈱及び㈱ジェイコムせたまちが合併

・H18.12 ㈱ジェイコム関東と㈱ジェイコム群馬が合併

・H18.9 ケーブルウエスト㈱の株式取得

・H18.8 松下電器産業㈱が保有するｹｰﾌﾞﾙｳｴｽﾄ㈱の全株式を取得合意

ケーブルウエスト㈱

大阪府で事業展開
６社

・H17.10 KDDI㈱と協業で固定電話サービスを開始

・H16.12 関西ケーブルネット㈱(傘下５社)と大阪セントラルケーブルネット

ワークが合併して現在の形となる

メディアッティ・コミュニケー
ションズ㈱

首都圏を中心に事業展開

６社
・H18.11 宮城ネットワーク㈱及び㈱ケーブルネット新潟の経営権を取得

・H17.10 ㈱ｼﾃｨﾃﾚｺﾑかながわの完全子会社化

・H16.11 東上ケーブルテレビ㈱（埼玉県朝霞市等）の経営権を取得

ジャパンケーブルネット㈱

首都圏を中心に事業展開
１３社

・H19.6 いちかわケーブルネットワーク㈱（千葉県市川市）の経営権を取得

・H19.2  ㈱鎌倉ケーブルコミュニケーションズの経営権を取得

・H19.1  ㈱コアラテレビと㈱葛飾ケーブルネットワークが、3月1日付で

合併することを決定

㈱ コミュニティ・ケーブル
ジャパン

三重、新潟で事業展開

３社
・H19.10 ㈱シー・ティー・ワイ、上越ケーブルビジョン㈱及び㈱エヌ・シィ・ ティ３社の経営統合により㈱CCJ
を設立

ケーブルテレビのＭＳＯ化の現状ケーブルテレビのＭＳＯ化の現状

H19.10.1現在

○ ＭＳＯ（Multiple System Operator）は、複数の地域の有線テレビジョン放送施設を所有・運営する統括運営会社。

○ 平成５年の規制緩和により地元事業者要件が廃止されたことを背景として進展。

○ 経営管理機能を有するほか、設備や番組の一括調達を行うなど、効率的な経営を行うことを目的とするもの。
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＜参考＞ＭＳＯ化等に関係する制度改正＜参考＞ＭＳＯ化等に関係する制度改正

○有線テレビジョン放送事業の地元事業者要件の廃止、サービス区域制限の緩和
・地元事業者要件（地元に活動の基盤を有すること）の廃止により、事業者が広域的に事業展開を行うことを全面的に可能とする

よう措置。（平成５年12月）

○外資規制等の緩和・撤廃
・外資規制について５分の１未満から、３分の１未満に緩和。 (平成５年12月)

・外国人役員について、代表権を有せず、かつ、３分の１未満は可。(平成９年１月)

・第一種電気通信事業を兼営するケーブルテレビの外資規制を撤廃。(平成10年２月)

・すべてのケーブルテレビの外資規制及び外国人役員規制を撤廃。（平成11年６月）

○複数事業計画者間における一本化調整指導の廃止(平成６年９月)

○ヘッドエンド共用の実現(平成９年12月)

○合併・分割等の場合の手続の簡素化（平成11年６月、平成13年４月）

・地位の承継規定を整備し、事業者に合併・分割等があった場合の手続を簡素化。

○電気通信事業者の電気通信役務を利用した有線役務利用放送を制度化（平成14年１月）
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通信・放送融合通信・放送融合

インターネットのブロードバンド化と放送のデジタル化の進展インターネットのブロードバンド化と放送のデジタル化の進展

（１）（１） 同じインフラを通信と放送が共用同じインフラを通信と放送が共用
－光ファイバーで９６６万加入を突破（H19.6末）
－電気通信事業者の光ファイバ等を用いた放送（H19.9末現在 18社参入）
－通信衛星を利用した放送 H19.9末現在 衛星役務利用放送 53社 参入

CS委託放送 50社 参入

（２）（２） インターネットによる映像コンテンツの配信インターネットによる映像コンテンツの配信

－放送事業者自らによるものも含め、ブロードバンド上に映像コンテンツ
を配信

（３）（３） 通信・放送の双方に利用できる端末の登場通信・放送の双方に利用できる端末の登場

－テレビ視聴とインターネットができるワンセグ携帯
－放送とインターネット双方から情報が引き出せるデジタルテレビ

（４）（４） 通信・放送分野の兼営、資本提携通信・放送分野の兼営、資本提携

－ケーブルテレビ事業者などの、いわゆる「トリプルプレイ」
－通信分野と放送分野の事業者の資本提携
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デジタル・ＩＰがもたらす情報通信産業の構造変化デジタル・ＩＰがもたらす情報通信産業の構造変化

固定通信 移動通信
ケーブル
テレビ

従来の通信・放送産業の構造＝縦割り構造従来の通信・放送産業の構造＝縦割り構造

・・・・・・・

■サービスとネットワークが一対一で
対応する「縦割り型」のネットワーク構造

■これに応じ、業界構造も「縦割り型」

ＩＣＴネットワーク

通信 放送

ケ
ー
ブ
ル

テ
レ
ビ

衛
星
放
送

固
定
通
信

移
動
通
信

地
上
放
送

＜「融合」現象＞

プラットフォーム機能

■通信・放送専用設備から、
汎用の伝送インフラに

ＴＶ／映像音楽

■
従
来
の
業
種
を
超
え
た
統
合
・
連
携

ラジオ

コンテンツ

■プラットフォーム機能が
多様なコンテンツ流通を実現

■あらゆるコンテンツが
多様なネットワーク流通の
対象に

ユーザ認証機能 セキュリティ機能

・・・・・・・・・・・・

デジタルネットワーク、ＡＬＬデジタルネットワーク、ＡＬＬ ＩＰが、ＩＰが、
情報通信産業の「横割り」化を促進情報通信産業の「横割り」化を促進

競
争
を
通
じ
て
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進

・・・・・・・・・・・・

伝送インフラ
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(注1) （ ）内の％は、放送メディア全体に占める各媒体のシェア。
小数点第2位を四捨五入しているため合計が一致しない箇所がある。

（注2）「地上系民間放送事業者」には、(財)道路交通情報通信システムセン
ター及びコミュニティ放送事業者(201社)を含めていない。

（注3）「ＮＨＫ」については、経常事業収支を基に算出している。
（注4）放送大学学園を除く。
（注5）「ケーブルテレビ事業者」は、自主放送を行う許可施設・営利法人の

うち、ケーブルテレビ事業を主たる事業とする311社（許可施設には、
電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法
の許可施設と同等の放送方式のものを含む。）。

(注6）「衛星系民間放送事業者」の内訳には、ＢＳ放送とＣＳ放送の兼営社
が３社含まれるため、総数（127社）とは一致しない。

地上系民間放送事業者(196社)

2兆5,947億円(64.4%)

ＮＨＫ
6,756億円(16.8%)

衛星系民間放送事業者(127社)
3,525億円(8.8%)

ケーブルテレビ事業者
(311社)
4,050億円(10.1%)

放送メディア全体の収入 平成18年度 ４兆０，２７８億円

○○ 放送メディア全体の市場規模は、平成放送メディア全体の市場規模は、平成1818年度において、年度において、44兆兆0,0,278278億円となっている。億円となっている。
○○ 各放送事業者のシェアは、地上系民間放送事業者が各放送事業者のシェアは、地上系民間放送事業者が64.464.4％、ＮＨＫが％、ＮＨＫが16.816.8％、ケーブルテレビ事％、ケーブルテレビ事
業者が業者が10.110.1％、衛星放送事業者が％、衛星放送事業者が8.88.8％を占めている。％を占めている。

【内訳】

テレビジョン放送単営( 93社): 2兆0,212億円(50.2%)
ＡＭ放送・テレビジョン放送兼営( 34社)： 4,183億円(10.4%)
その他(※)単営( 69社): 1,552億円(3.9%)
※…ＡＭ(13社)・短波(1社)・ＦＭ(53社)・多重放送(2社)

【内訳】

BS( 12社): 893億円（2.2%）

2.6GHz帯衛星デジタル音声放送( 1社): 9億円（0.0%）

CS(117社): 2,623億円（6.5%）

放送メディアの市場規模放送メディアの市場規模
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25,000
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Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 H17 H18

地上放送(民放)

地上放送(NHK地
上)

衛星放送（NHK
BS）

BS放送(テレビ以
外)

BS放送(テレビ・無
料)

2.6GHｚ帯衛星

BS放送(テレビ・有
料)

ＣＳ放送

ＣＡＴＶ

億円

年度 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

有料放送の
シェア(%) 2.6 3.5 4.3 5.1 5.7 6.4 7.5 9.5 11.0 11.4 12.

8
15.
1 16.1 16.4 17.6 18.2

有料放送

年度

28,04
0

27,875 27,465
28,516

30,244

32,738

34,238 33,962
35,034

37,254 37,552 37,319
38,214

39,559 40,011

放送メディアの営業収益の推移放送メディアの営業収益の推移

40,278
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年度年度 HH1212 H17H17

12,316 (2,583)

1,687 (337)

2,981 (745)

305 (76)

1,398 (350)

236 (59)

7,913 (69)

778 (7)

キー局
（５局）

12,672(2,534)

864(173)

2,871(718)

170(43)

1,367(342)

166(42)

7,445(65)

営業収益 2,831 (708) 2,686 (672) 2,770 (693) 2,853 (713) 2,830(708)

営業損益 189 (47) 133 (33) 131 (33) 204 (51) 150(38)

営業収益 1,391 (348) 1,303 (326) 1,324 (331) 1,381 (345) 1,316(329)

営業損益 229 (57) 198 (50) 178(45) 175 (44) 131(33)

659(6)

中京広域局
（４局）

準キー局
（４局）

ローカル局
（114局）

HH1313 HH1414 HH1515 HH1616 H18H18

営業収益 12,351(2,470) 11,814 (2,363) 12,015 (2,403) 12,611 (2,522) 12,828(2,566)

営業損益 1,400 (280) 1,035 (207) 926 (185) 947 (189) 868(174)

営業収益 7,600 (67) 7,244 (64) 7,327 (64) 7,530 (66) 7,420(65)

営業損益 614 (5) 573 (5) 723 (6) 829 (7) 347(3)

単位：億円、（ ）内は１社平均

0

1,000

2,000

3,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

億円

キー局 準キー局 中京広域局 ローカル局

0

5,000

10,000

15,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

億円

キー局 準キー局 中京広域局 ローカル局

営業収益の合計 営業収益の平均

年度

年度

地上系一般放送事業者（テレビジョン放送）の概要地上系一般放送事業者（テレビジョン放送）の概要
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